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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測定機構であ
って、
　二つの電極と、試料を固定する固定部材と、を少なくとも有する試料ホルダと、電流電
圧印加試験を行うための電流電圧測定機器とを備え、
　前記試料ホルダは、前記試料を保持可能に構成され、
　前記ＴＯＦ－ＳＩＭＳによるＴＯＦ－ＳＩＭＳ計測と、前記電流電圧測定機器による前
記試料に対する電流電圧の印加と前記試料の前記印加に伴う電気的特性の測定と、を一括
して行うように構成される、前記飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ
）内電流電圧印加測定機構。
【請求項２】
　前記電流電圧印加試験は、ＬＩＢの充放電特性測定である、請求項１に記載の前記飛行
時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測定機構。
【請求項３】
　前記電流電圧印加試験は、インピーダンス測定である、請求項１または請求項２に記載
の前記飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測定機構
。
【請求項４】
　前記電流電圧印加試験は、電気化学測定である、請求項１から請求項３のいずれか一項
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に記載の前記飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測
定機構。
【請求項５】
　前記ＴＯＦ－ＳＩＭＳ計測は、質量分析である、請求項１から請求項４のいずれか一項
に記載の前記飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測
定機構。
【請求項６】
　前記ＴＯＦ－ＳＩＭＳ計測は、元素マッピングの測定である、請求項１から請求項５の
いずれか一項に記載の前記飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電
流電圧印加測定機構。
【請求項７】
　前記ＴＯＦ－ＳＩＭＳ計測は、二次イオン顕微鏡観察である、請求項１から請求項６の
いずれか一項に記載の前記飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電
流電圧印加測定機構。
【請求項８】
　前記ＴＯＦ－ＳＩＭＳ計測は、三次元マッピングを用いた深さ方向の測定である、請求
項１から請求項５のいずれか一項に記載の前記飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯ
Ｆ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測定機構。
【請求項９】
　前記試料ホルダは、参照極を更に有する、請求項１から請求項８のいずれか一項に記載
の前記飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測定機構
。
【請求項１０】
　前記固定部材の材料は、ステンレス材である、請求項１から請求項９のいずれか一項に
記載の前記飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測定
機構。
【請求項１１】
　前記固定部材の材料は、前記試料との界面で化学反応し電池動作する電池電極材料で作
成されている、請求項１から請求項１０のいずれか一項に記載の前記飛行時間型二次イオ
ン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測定機構。
【請求項１２】
　前記固定部材の材料は、圧電材料材である、請求項１から請求項９のいずれか一項に記
載の前記飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測定機
構。
【請求項１３】
　前記固定部材の材料は、磁性材料材である、請求項１から請求項１２のいずれか一項に
記載の前記飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測定
機構。
【請求項１４】
　前記試料ホルダは、ＬＩＢの断面構造を測定可能な保持機構を有する、請求項１から請
求項１３のいずれか一項に記載の前記飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩ
ＭＳ）内電流電圧印加測定機構。
【請求項１５】
　前記試料ホルダは、前記試料を９０度回転して固定することで、三次元マッピングを用
いた積層構造を測定可能な保持機構を有する、請求項１から請求項１４のいずれか一項に
記載の前記飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測定
機構。
【請求項１６】
　前記試料は、全固体型ＬＩＢである、請求項１から請求項１５のいずれか一項に記載の
前記飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測定機構。
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【請求項１７】
　前記試料は、一部イオン液体を用いた電池材料である、請求項１から請求項１６のいず
れか一項に記載の前記飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電
圧印加測定機構。
【請求項１８】
　前記試料は、一部イオン液体を用いた半電池である、請求項１から請求項１６のいずれ
か一項に記載の前記飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧
印加測定機構。
【請求項１９】
　前記二つの電極は、作用極と対極である、請求項１から請求項１８のいずれか一項に記
載の前記飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測定機
構。
【請求項２０】
　前記電流電圧測定機器は、ＬＩＢの充放電特性の測定を行い、前記飛行時間型二次イオ
ン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）はＬｉ元素マッピングを測定し、前記試料ホルダの
材料はステンレスであり、前記試料ホルダは、ＬＩＢの断面構造を測定するように構成さ
れ、前記試料は、全固体型ＬＩＢである、請求項１に記載の前記飛行時間型二次イオン質
量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測定機構。
【請求項２１】
　前記一括して行われる前記ＴＯＦ－ＳＩＭＳによるＴＯＦ－ＳＩＭＳ計測のための電圧
の印加と、前記電流電圧測定機器による前記試料に対する電流電圧の印加と、は、スイッ
チによって切り替えられる、請求項１に記載の前記飛行時間型二次イオン質量分析装置（
ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測定機構。
【請求項２２】
　前記電流電圧測定機器は、ポテンショ・ガルバノスタットである、請求項１から請求項
２１のいずれか一項に記載の前記飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ
）内電流電圧印加測定機構。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）のような、測定の
ための試料を真空などの特殊な環境に置く必要がある装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ＴＯＦ－ＳＩＭＳのような装置は、試料を１０－７Ｐａ程度の高真空状態に置き、試料
の質量分析や元素分布マッピングの測定などを行う。
【０００３】
　図１（ａ）及び図１（ｂ）は、このようなＴＯＦ－ＳＩＭＳによる測定の一例を示す概
略図である。図１（ａ）中、１は分析装置に設けられるチェンバーと呼ばれる測定室であ
り、１０－７Ｐａ程度の高真空状態に維持される。そして、測定用の固体試料２０が、一
対の対向する、導電性の固定部材１０Ａ及び１０Ｂにより挟持される。そして、この固定
部材を介して、後述する高圧電源から試料に電圧が印加され、質量分析が行われる。また
、測定中の一次イオン照射量を測定するための電流計が設けられることもある。
【０００４】
　図１（ａ）において、高速のイオンビーム、即ち一次イオン、を固体試料２０に衝突さ
せ、スパッタリング現象により固体試料表面の構成成分を弾き飛ばす。このとき発生する
正または負の電荷を帯びたイオン、即ち二次イオン、は電界によって一方向に飛ばされ、
一定距離離れた位置で検出される。スパッタリングの際には固体表面の組成に応じて、さ
まざまな質量の二次イオンが発生するが、質量の小さいイオンほど速く、また逆に質量の
大きいイオンほど遅く飛ぶので、二次イオンの発生から、上記の一定距離離れた位置で検
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出されるまでの時間を測定し、発生した二次イオンの質量を計算できる。このようにして
質量分析が可能となる。図１（ａ）及び図１（ｂ）のような構成では、固体試料２０とし
て全固体型ＬＩＢを選択することで、断面の質量分析が可能である。さらに、固体試料２
０をチェンバー１から取り出し、対極及び作用極を有する、ポテンショ・ガルバノスタッ
トのような電流電圧特性測定機器に接続し、電気化学測定などを行うことが可能である。
【０００５】
　このように、従来の方法では、質量分析のために試料を不活性雰囲気、即ち高真空中に
配置した後、試料を取り出して、質量分析に引き続いて電気的特性の測定をすることが一
般である。従って、試料の移動や測定のための配線の変更など、煩雑な作業が必要となる
。ＬＩＢ試料は、大気中で劣化するため、このような作業は好ましくなく、結果的に、Ｌ
ＩＢの電気化学試験の結果と、元素マッピングの変化との対応が正確に取れないという問
題点もある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１３－１６０５８８
【特許文献２】特開２０１４－０３７１２０
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の目的は、上記のような問題点に鑑み、飛行時間型二次イオン質量分析装置（Ｔ
ＯＦ－ＳＩＭＳ）に電流電圧印加機構を組み込み、試料固定板を兼ねた金属電極を通して
外部接続されたポテンショ・ガルバノスタットにより測定試料に直流及び交流の電流電圧
を印加し、電流電圧測定試験及び元素分析マッピングを一括して行うための飛行時間型二
次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測定機構を提供することにあ
る。
【０００８】
　また、通電により内部イオンの移動が起こるリチウムイオン電池（ＬＩＢ）試料を、超
高真空に保ったＴＯＦ－ＳＩＭＳの測定室内部（不活性雰囲気中）で電流電圧試験でき、
ＬＩＢ試料を大気暴露することなく、ＬＩＢの電気化学測定試験の結果と元素分析マッピ
ングの変化を一対一対応させることが可能な、従って、簡単な構成で正確な測定が可能な
飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測定機構を提供
することを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上述のような問題点を解決し、目的を達成するための本願発明にかかる飛行時間型二次
イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測定機構は、二つの電極を少な
くとも有する試料ホルダと、電流電圧印加試験を行うための電流電圧印加源とを備え、試
料ホルダは、試料を保持可能に構成され、ＴＯＦ－ＳＩＭＳによるＴＯＦ－ＳＩＭＳ計測
と、電流電圧印加源による前記試料に対する電流電圧の印加と前記試料の印加に伴う電気
的特性の測定と、を一括して行うように構成される、飛行時間型二次イオン質量分析装置
（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測定機構である。
【００１０】
　また、電流電圧印加試験は、ＬＩＢの充放電特性測定、インピーダンス測定または電気
化学測定であっても良い。
【００１１】
　また、ＴＯＦ－ＳＩＭＳ計測は、質量分析、元素マッピングの測定、二次イオン顕微鏡
観察または三次元マッピングを用いた深さ方向の測定であっても良い。
【００１２】
　また、試料ホルダは、参照極を更に有する、ＬＩＢの断面構造を測定可能な保持機構を
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有するまたは試料を９０度回転して固定することで三次元マッピングを用いた積層構造を
測定可能な保持機構を有する、ものであっても良い。
【００１３】
　また、試料ホルダの材料は、ステンレス材、試料との界面で化学反応し電池動作する電
池電極材料、圧電材料、または磁性材料であっても良い。
【００１４】
　また、試料は、全固体型ＬＩＢ、一部イオン液体を用いた電池材料または一部イオン液
体を用いた半電池であっても良い。
【００１５】
　また、二つの電極は、作用極と対極であっても良い。
【００１６】
　また、飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧印加測定機
構の電流電圧印加源は、ポテンショ・ガルバノスタットであっても良い。この電流電圧印
加源はＬＩＢの充放電特性の測定を行い、飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－
ＳＩＭＳ）はＬｉ元素マッピングを測定し、試料ホルダの材料はステンレスであり、試料
ホルダは、ＬＩＢの断面構造を測定するように構成され、試料は、全固体型ＬＩＢであっ
ても良い。
【発明の効果】
【００１７】
　本願発明にかかる飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）内電流電圧
印加測定機構によれば、電流・電圧印加により内部イオンの移動が起こるリチウムイオン
電池（ＬＩＢ）試料を、超高真空に保ったＴＯＦ－ＳＩＭＳの測定室内部（不活性雰囲気
中）で、電流電圧印加試験ができ、ＬＩＢ試料を大気暴露することなく、ＬＩＢの電気化
学測定試験の結果と元素分析マッピングの変化を一対一対応させることが可能となり、従
って、簡単な構成で正確な測定が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１（ａ）】従来の飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）の動作を
示す概略図である。
【図１（ｂ）】従来のＬＩＢの電気化学測定の動作を示す概略図である。
【図２】本願発明にかかる飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）の動
作を示す概略図である。
【図３（ａ）】本願発明にかかる装置の内部で用いられるスイッチ機構の構成を示す概略
図である。
【図３（ｂ）】本願発明にかかる装置の内部で用いられるスイッチ機構による飛行時間型
二次イオン質量分析装置の、動作の制御の一例を示すタイムチャートである。
【図４】本願発明にかかる装置において、固体試料の試料ホルダの構成を示す概略図であ
る。
【図５】本願発明にかかる装置により測定されたＬＩＢの充放電特性の一例を示すグラフ
である。
【図６（ａ）】図５に示された特性における、電池の正極付近の状態を示す図である。
【図６（ｂ）】図５に示された特性における、電池の正極付近の状態を示す図である。
【図６（ｃ）】図５に示された特性における、電池の正極付近の状態を示す図である。
【図６（ｄ）】図５に示された特性における、電池の正極付近の状態を示す図である。
【図７】試料ホルダによる試料の保持の別の形態を示す斜視図である。
【図８】試料ホルダの固定部材が導電性を有さない場合の接続例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　図２は本願発明にかかる飛行時間型二次イオン質量分析装置内電流電圧印加測定機構に
用いられる、飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ）の一実施例を示す



(6) JP 6472014 B2 2019.2.20

10

20

30

40

50

概略図である。
【００２０】
　この図において、図１と同じように、飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－Ｓ
ＩＭＳ）の測定室１の内部には、全固体型ＬＩＢなどの固体試料２０が、一対の対応する
、導電性の固定部材１０Ａ及び１０Ｂにより挟持される。図１の場合と同様に、一次イオ
ンを固定試料２０に衝突させ、スパッタリング現象により二次イオンを発生させ、電界に
よって一方向に飛ばし、飛ばされた二次イオンの質量により定まる速さに基づいて所定距
離までの時間を検出し、最終的に二次イオンの質量を計算する。これにより質量分析が可
能となる。なお、試料としては、全固体型ＬＩＢに限らず、一部イオン液体を用いた電池
材料や、やはり一部イオン液体を用いた半電池などを用いることができる。
【００２１】
　ここで、ＬＩＢの正極には、質量分析の際に必要となる約３ｋＶの電圧を供給するため
の高圧電源ＨＶ４０が、スイッチ３０Ａを介して接続される。またＬＩＢの負極には、質
量分析の動作中の電流を測定するための電流計５０が、スイッチ３０Ｂを介して接続され
る。３０Ａと３０Ｂは連動して用いられることが多い。
【００２２】
　なお、これらのスイッチ３０Ａ、３０Ｂは後述する電流電圧特性測定機器用のスイッチ
３０Ｃ、３０Ｄと共にスイッチボックス３内に収容されるか、又はスイッチボックス３か
らの配線や、無線等の遠隔操作により制御される。質量分析を行う際の電流を測定する必
要性が小さい場合には、電流計５０は無くても良い。なお、スイッチ３０Ａ及び３０Ｂは
高電圧で動作させるものであるため、真空中に配置するのが望ましい場合もある。その場
合には図２に示すように、スイッチ３０Ａ及び３０Ｂの本体は、測定室１の内部に配置す
るようにしても良い。しかしながらそのような配置とする必要性が乏しければ、これらの
スイッチは３０Ｃ及び３０Ｄと共に、測定室１の外部に設けることも可能である。即ち、
スイッチ３０Ａ、３０Ｂ、３０Ｃ及び３０Ｄの配置は、技術的な必要性や配置場所などを
勘案して、測定室１の内部または外部のいずれにも任意に設定することができる。
【００２３】
　測定室１の外部には固体試料２０電気的特性を測定するための電流電圧測定機器２が配
置されるが、例えば、ポテンショスタットやポテンショ・ガルバノスタットが利用可能で
ある。電圧のみの制御を行う際にはポテンショスタットを用いても良いが、通常は電圧と
電流を双方のモードを組み合わせて制御を行うので、ポテンショ・ガルバノスタットが用
いられる。
【００２４】
　図２に示す実施例では、スイッチボックス３内の一対のスイッチ３０Ｃ及び３０Ｄのそ
れぞれを介して、一対の対向する、導電性の固定部材１０Ａ及び１０Ｂが、ポテンショ・
ガルバノスタットの対極２１Ａ及び作用極２１Ｂと接続される。図２では、固体試料２０
は、固定部材１０Ｂがプラスの電極で固定部材１０Ａがマイナスの電極の電池として動作
し、ポテンショ・ガルバノスタットにより電気的特性が測定される。スイッチ３０Ｃ及び
３０Ｄはスイッチ３０Ａ及び３０Ｂと同様に連動して開閉するように構成することも可能
である。後述するように、質量分析を行う際にはスイッチ３０Ｃ及び３０Ｄをオフとし、
反対にスイッチ３０Ａ及び３０Ｄをオンにして、高圧電源ＨＶ４０により、電圧を印加す
る。なお、電流電圧測定機器２としてのポテンショ・ガルバノスタットと、スイッチボッ
クス３とを一体型として構成し、測定室１の外部に配置することも可能である。
【００２５】
　電流電圧測定機器２としてのポテンショ・ガルバノスタットは、電流測定用及び電流測
定用の端子ＷＥ１及びＷＥ２が作用極として動作し、また電流測定用の端子ＣＥが対極と
して動作する。ＷＥはＷｏｒｋｉｎｇ　Ｅｌｅｃｔｒｏｄｅ　を示し、ＣＥは、Ｃｏｕｎ
ｔｅｒ　Ｅｌｅｃｔｒｏｄｅ　を示す。これらのそれぞれの極は、固体試料２０の負極及
び正極にそれぞれ接続される。なお、ポテンショ・ガルバノスタットを使用する際にはこ
れらの作用極及び対極の他に参照極（ＲＥ：Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｅｌｅｃｔｒｏｄｅ）
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を設けても良い。
【００２６】
　図３（ａ）はスイッチボックス３の中に設けられて、スイッチ３０Ａ、３０Ｂ、３０Ｃ
及び３０Ｄを制御するための制御回路３００を説明するための概略図である。固体試料２
０には、質量分析を行う際には約３ｋＶの高電圧がかかるが、ポテンショ・ガルバノスタ
ットを用いた測定を行うときにはこの高電圧はオフとすることが必要である。即ち、同時
に電圧が印加されると、高電圧により、ポテンショ・ガルバノスタットが損傷するからで
ある。このため、図２に示すように、スイッチ３０Ａ及び３０Ｂがオンのときには、３０
Ｃ及び３０Ｄがオフとなり、逆にスイッチ３０Ａ及び３０Ｂがオフのときには、３０Ｃ及
び３０Ｄがオンとなるような制御回路３００を設ける。この制御回路は、機械的な接点を
切り替えるような構成にしても良いし、トランジスタやＦＥＴなどを用いたスイッチング
回路を構成しても良い。
【００２７】
　また図３（ｂ）は、このように構成され、制御回路３００により制御されるスイッチ３
０Ａ、３０Ｂ、３０Ｃ及び３０Ｄの動作による、本願発明にかかる飛行時間型イオン質量
分析装置の制御の一例を、時間軸ｔに沿って示すタイムチャートである。この例では、固
体試料２０をポテンショ・ガルバノスタットに接続して、充放電特性を測定する前後に、
Ｌｉ元素マッピングを取得する場合を示すものである。
【００２８】
　図４は、一対の導電性固定板１０Ａ及び１０Ｂにより固体試料２０がどのように挟持さ
れているかの一例を示す概略図である。この図に示す実施例においては、ＬＩＢなどの電
池材料の正極及び負極が導電性固定板１０Ａ及び１０Ｂの表面に接して挟まれ、保持され
る。そして、双方の固定板１０Ａ及び１０Ｂは、それぞれに設けられた貫通孔７０Ａ及び
７０Ｂに挿入されたネジ６０により接続され、固定される。貫通孔７０Ｂは内面がメスね
じ切りとされる。固定板１０Ｂとネジ６０との間には絶縁シート９０が設けられる。この
ようにして一対の導電性固定板１０Ａ及び１０Ｂにより試料ホルダが構成される。固定試
料２０の挟持及び固定の方法はこの方法に限られるものではない、また、図４ではネジに
よる固定構造を一箇所のみとしているが、必要に応じて複数個所で固定することも可能で
ある。
【００２９】
　図５は、このように構成された、本願発明の一実施例である飛行時間型イオン質量分析
装置により、全固体型ＬＩＢの充放電特性を測定した結果のグラフであり、図６（ａ）か
ら図６（ｄ）は、図５中の（ａ）から（ｄ）に対応する部分でのＬｉ元素マッピングを示
す図である。それぞれの図の下方が固体試料の外側の真空部分、固体試料の正極、更には
、ＬＩＢ内部の電解質部分を示している。このようにして、充放電特性のプロセスとＬｉ
元素マッピングが対応付けられる。即ち、飛行時間型二次イオン質量分析装置（ＴＯＦ－
ＳＩＭＳ）によるＴＯＦ－ＳＩＭＳ計測と、固体試料への電流電圧の印加による電気的特
性の測定と、を一括して、固体試料を大気中に開放することなく、不活性雰囲気である真
空中で連続して行うことができる。
【００３０】
　なお、ＬＩＢの充放電特性のような電気特性の測定は、充放電には限られず、固体試料
のインピーダンス測定や電気化学測定などが可能である。また、ＴＯＦ－ＳＩＭＳ計測に
ついても、質量分析や元素マッピングの測定に留まらず、二次イオン顕微鏡観察や、三次
元マッピングを用いた深さ方向の測定などが可能である。
【００３１】
　さらに試料ホルダを構成する固定部材１０Ａ及び１０Ｂの材料は、ステンレス材に限ら
ず、導電性のあるものが利用可能であり、固体試料との界面で化学反応し電池動作する電
池電極材料や、圧電材料材、磁性材料材などを用いることができる。なお、この固定部材
は導電性を有するものには限られず、単に固体試料２０を挟持するものとして構成され、
図８のように、固体試料２０の電極に、電流電圧特性測定機器の対極や作用極が直接接続
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【００３２】
　また図２に示す実施例ではＬＩＢの断面構造を測定可能なように、固体試料を保持して
いるが、このような形態に限られず、図７に示すように、固体試料を９０度回転させた状
態で保持し、固体試料の積層構造を測定できるようにすることも可能である。
【００３３】
　このように本願発明による質量分析装置によれば、従来からの飛行時間型イオン質量分
析装置を用い、かつ簡単な構成で、試料を大気中に開放することなく、ＴＯＦ－ＳＩＭＳ
計測と、ポテンショ・ガルバノスタットなどの電流電圧測定機器による試料の電気的特性
の測定と、を一括して行うように構成できる。
【００３４】
　本明細書に開示された実施例は、本発明を限定するものではなく、説明するためのもの
であり、このような実施例によって本発明の思想と範囲が限定されるものではない。本発
明の範囲は特許請求の範囲により解釈すべきであり、それと同等の範囲内にある全ての技
術は、本発明の権利範囲に含まれるものと解釈すべきである。
【符号の説明】
【００３５】
１：チェンバー、１０Ａ・１０Ｂ：固定部材、２０：固体試料、２：電流電圧測定機器、
３：スイッチボックス、３０Ａ－３０Ｄ：スイッチ、２１Ａ：対極、２１Ｂ：作用極、４
０：高圧電源ＨＶ、５０：電流計、６０：ネジ、７０Ａ・７０Ｂ：貫通孔、９０：絶縁板

【図１（ａ）】

【図１（ｂ）】

【図２】
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【図３（ｂ）】

【図４】

【図５】

【図６（ａ）】

【図６（ｂ）】

【図６（ｃ）】

【図６（ｄ）】
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